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平成３１年度税務行政運営方針

我が国の経済動向は、これまで、デフレ脱却と経済再生を最重要課題として取り

組んできた結果、生産年齢人口が減少する中においても経済は成長し、雇用の増加、

５年連続の賃上げ実現など、雇用・所得環境は大きく改善している。

国においては、こうした経済環境の下、少子高齢化という構造的な課題へ対処す

るべく、高齢者から若者まですべての世代が安心できる全世代型の社会保障制度へ

と大きく転換するとともに、財政健全化も確実に進めていくため、本年１０月に消

費税率１０％への引上げを実施することとしている。

また、現在の景気の回復基調を持続させ、デフレ脱却･経済再生を確実なものと

するため、企業が収益の拡大を賃金上昇・雇用拡大や設備投資を増加させることを

重視するとともに、少子高齢化が進む中、持続的な成長経路の実現のためには、潜

在成長率を引き上げることも重要であることから、「生産性革命」と「人づくり革

命」に最優先で取り組むこととしている。

一方、本県では、県総合計画において示す「未来を築く新しい『ゆたかさ』への

挑戦」という基本目標の具現化に向け、アクションプランで掲げた施策の推進に取

り組んできたところであるが、本県の更なる発展につなげていくため、平成３１年

度からの４年間は新たなアクションプランに基づいた施策を展開し、「みやざき新

時代」を築いていくこととしている。

これを受け、本年度当初予算については、財政改革を不断の取組として着実に実

行しつつ、選択と集中の理念の下、本県の抱える様々な課題に的確に対応し、将来

を見据えた施策について積極的な展開を図るため、「優先度の高い施策の構築」、「後

年度負担の軽減」を基本方針として前年度当初予算比２．４％増の５，９５５億

２，０００万円を計上したところである。

このような中、県税収入予算は、車体課税に係る税制改正に伴い、自動車関連税

目の減収が見込まれるものの、個人県民税、地方消費税等の税目で増収が見込まれ

ることから、前年度当初比１．２％増の１，００１億５，０００万円を計上したと

ころである。

これは、一般会計歳入予算の１６．８％、自主財源の４３．９％を占め、本県の

厳しい財政状況の中にあって貴重な財源となっており、人口減少問題や地域経済の

活性化、県民の安全・安心の確保などの様々な課題に的確に対応する施策を積極的

に展開するためにも、税財源の充実確保は、ますます重要となっている。

なお、県税収入予算が１，０００億円を超えるのは、国税から地方税へ税源移譲

が行われた平成１９年度以来である。

県税収入を確保するためには、最大の課題である個人県民税の収入未済額の圧縮

をはじめ、課税客体の的確な把握など課税・徴収一体となった徴税体制の確立が必

要である。

このような状況を踏まえ、平成３１年度は次の基本方針の下に、積極的な税務行

政を推進するものとする。
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基 本 方 針

１ 県民に信頼される税務行政の推進

税務行政の円滑な推進には、納税者の理解と協力と信頼を得ることが不可欠であり、

そのためには県民目線に立った行政運営を行う必要がある。

(1) 納税者には、常に誠意を持って接する。

(2) 納税者の意見・要望はもとより苦情や不満についても十分に聴取する。

(3) 納税者の立場をよく理解した上で分かりやすく丁寧な説明に努める。

(4) 納税者の利便性向上のため、税を納付しやすい環境の整備を図る。

(5) 情報管理を徹底し、個人情報の取扱いには細心の注意を払う。

２ 適正・公平な税務行政の推進と適切な県税収入の確保

税務職員は、県税の役割とその重要性を十分認識し、常に適正・公平な賦課徴収の実

現を図りながら県税収入の確保に努めることが重要である。

(1) 関係法令及び専門的知識の習得に努める。

(2) 「県税・総務事務所現金収納等取扱要領」を遵守した出納事務に努めるとともに、

電算事務については、正確で確実な事務処理に努める。

(3) 課税客体を的確に把握し、適正・公平かつ早期の課税に努める。

(4) 滞納原因等の実態を早期に把握し、滞納処分が必要なものについては、厳正かつ適

切に執行するよう努める。

(5) 災害時における徴収猶予等納税緩和制度の適正な運用に努める。

３ 効率的な税務行政の推進

今後ますます専門化・複雑化する税務事務に的確かつ迅速に対応するため、効率的な

税務行政を推進する必要がある。

(1) 税務事務全般にわたる適切な事務執行計画の樹立と進行管理の徹底を図る。

(2) 常に効率を意識し、経費・労力の縮減に努めつつ、適正・公平な事務執行に努める。

(3) 所属の総合力を効率的かつ効果的に発揮するために担当制を活用する等、機動性と

弾力性を意識した組織運営に努める。

(4) 具体的な事務処理・対応方法等の情報共有化を推進し、組織的な事務処理・意思決

定及び各事務所間の協調連携を強化する。

(5) 電算システムの安定的運用に努めるとともに、より一層の有効活用を図る。

４ 国・市町村との協力体制の強化

県の税務行政を円滑かつ効率的に進めていくためには、国・市町村との相互協調関係

が不可欠である。

(1) 国・市町村と税務事務全般にわたり協力体制を強化する。

(2) 特に、個人県民税の収入確保において、個々の市町村の実情を踏まえた支援策を講

じ、あわせて、市町村間相互の徴収支援体制の構築を推進する。
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２　県税・総務事務所一覧表・同管内図
　                                                      　　   

人 k㎡

〒880-0805 宮崎市

宮崎市橘通東1-9-10 東諸県郡(国富町、綾町) 424,047 869.49

TEL 0985(26)7271

〒887-0031 日南市

日南市戸高1-12-1 串間市 68,469 831.28

TEL 0987(23)3771

〒885-0024 都城市

都城市北原町24-21 北諸県郡(三股町) 186,359 763.38

TEL 0986(23)4516

〒886-0004 小林市

小林市細野367-2 えびの市 70,866 931.27

TEL 0984(23)3194 西諸県郡(高原町)

〒884-0002 西都市

児湯郡高鍋町大字北高鍋3870-1 児湯郡(高鍋町、新富町、西米良村､ 97,416 1,153.82

        TEL 0983(23)0213 　木城町、川南町、都農町)

〒883-0046 日向市

日向市中町2-14 東臼杵郡(門川町、諸塚村、 86,459 1,631.15

TEL 0982(52)4147 　椎葉村、美郷町)

〒882-0872 延岡市

延岡市愛宕町2-15 西臼杵郡（高千穂町、日之影町、 138,461 1,554.96

TEL 0982(35)1811 　五ヶ瀬町）

　（注）人口は、令和元年１０月１日現在宮崎県の推計人口による。

        面積は、令和元年１０月１日国土地理院公表基準による。

 高鍋県税・
総務事務所

 日向県税・
総務事務所

 延岡県税・
総務事務所

所　在　地 管　轄　区　域 人　口 面　積事務所名

 日南県税・
総務事務所

 都城県税・
総務事務所

 宮崎県税・
総務事務所

 小林県税・
総務事務所
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